
国 立 大 学 法 人 京 都 大 学 教 職 員 の 育 児 ・ 介 護 休 業 等 に 関 す る 規 程 等 新 旧 対 照 表 
改   正   前 改   正   後 

国立大学法人京都大学教職員の育児・介護休業
等に関する規程 

（平成１６年達示第８４号） 
 
（前 略） 
 （育児休業） 
第３条 教職員は、当該教職員の３歳に満たない子を
養育するために、大学に申し出ることにより、当該
子が３歳に達する日まで育児休業をすることができ
る。ただし、当該子について、既に育児休業（当該
育児休業に係る子の出生の日から起算して８週間を
経過する日の翌日まで（出産予定日前に当該子が出
生した場合にあっては当該出生の日から当該出産予
定日から起算して８週間を経過する日の翌日までと
し、出産予定日後に当該子が出生した場合にあって
は当該出産予定日から当該出生の日から起算して８
週間を経過する日の翌日までとする。）の期間内に、
教職員（国立大学法人京都大学教職員の勤務時間、
休暇等に関する規程（平成１６年達示第８３号。以
下「勤務時間等規程」という。）第２７条第６号に
定める特別休暇を取得した者を除く。）が当該子を
養育するためにした最初の申出による育児休業を除
く。）をしたことがあるときは、特別の事情がある
場合を除き、当該申出をすることができない（任期
又は期間を付して雇用される者が育児休業をしてい
る場合において、その任期又は期間の終了後、任期
又は期間の更新に伴い、その初日から引き続き申し
出る場合を除く。）。 
２ 前項で定める特別の事情がある場合は、次のとお
りとする。 
(1)～(4) （略） 
(5) 当該申出に係る子について、保育所における保
育の実施を希望し、申込みを行っているが、当面
その実施が行われないとき。 
 
 
 
 
 
 
 (6)～(8) （略） 
 （中 略） 
 （育児休業の申出等） 
第５条 育児休業の申出は、育児休業をすることとす
る一の期間について、その初日（以下「育児休業開
始予定日」という。）及び末日（以下「育児休業終
了予定日」という。）を明らかにして、当該育児休
業開始予定日の前日から起算して１月（当該子が１
歳に達している場合にあっては２週間。以下「１月

 
 
 
 
 
（育児休業） 
第３条  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２  
 
(1)～(4)  
(5) 当該申出に係る子について、児童福祉法（昭和
２２年法律第１６４号）第３９条第１項に規定す
る保育所、就学前の子どもに関する教育、保育等
の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年
法律第７７号）第２条第６項に規定する認定子ど
も園又は児童福祉法第２４条第２項に規定する家
庭的保育事業等（以下「保育所等」という。）に
おける保育の利用を希望し、申込みを行っている
が、当面その実施が行われないとき。 

 (6)～(8) （同 左） 
 
 （育児休業の申出等） 
第５条  
 
 
 
 
 

（同 左）

（同 左）



改   正   前 改   正   後 
等」という。）前の日までに、育児休業申出書によ
り行うものとする。 
２ 大学は、前項の規定による育児休業の申出に係る
育児休業開始予定日とされた日が当該育児休業の申
出があった日の翌日から起算して１月等を経過する
日（以下この項において「１月等経過日」という。）
前の日であるときは、当該育児休業開始予定日とさ
れた日から当該１月等経過日までの間のいずれかの
日を、育児休業開始予定日として指定することがで
きる。 
３ 前項の規定にかかわらず、大学は当該育児休業の
申出があった日までに、次の各号の一に該当する事
情が生じた場合にあっては、育児休業開始予定日と
された日から育児休業申出があった日の翌日から起
算して１週間を経過する日までの間のいずれかの日
を育児休業開始予定日として指定することができる。 
(1)～(5) （略）  
(6) 当該申出に係る子について、保育所における保
育の実施を希望し、申込みを行っているが、当面
その実施が行われないとき。 

４ （略） 
 （中 略） 
（育児休業の申出の撤回等） 
第８条 育児休業の申出をした教職員は、育児休業開
始予定日とされた日（第５条第２項、同条第３項又
は第６条第２項の規定による大学の指定があった場
合にあっては、当該大学の指定した日、第６条第１
項の規定により育児休業開始予定日が変更された場
合にあっては、当該変更後の育児休業開始予定日と
された日。第３項及び次条において同じ。）の前日
までに所定の申出書を大学に提出することにより、
育児休業の申出を撤回することができる。 
２ 前項により育児休業の申出を撤回した場合、当該
育児休業の申出に係る子については、次の各号の一
に該当する場合を除き、第３条第１項の規定にかか
わらず、育児休業の申出をすることができない。 
(1)～(3) （略）  
(4) 当該申出に係る子について、保育所における保
育の実施を希望し、申込みを行っているが、当面
その実施が行われないとき。 
(5)  
３ 
 （中 略） 
 （育児休業に伴う任期付教職員の採用） 
第１４条 大学は、第３条第１項又は第７条第１項の
規定により申出があった場合において、当該育児休
業期間について教職員の配置換その他の方法によっ
て当該申出をした教職員の業務を処理することが困
難であると認めるときは、当該業務を処理するため、
育児休業期間を任用の期間（以下この条において「任

 
 
２  
 
 
 
 
 
 
 
３  
 
 
 
 
 
(1)～(5)  
(6) 当該申出に係る子について、保育所等における
保育の利用を希望し、申込みを行っているが、当
面その実施が行われないとき。 

４ （同 左） 
 
（育児休業の申出の撤回等） 
第８条  
 
 
 
 
 
 
 
 
２  
 
 
 
(1)～(3)  
(4) 当該申出に係る子について、保育所等における
保育の利用を希望し、申込みを行っているが、当
面その実施が行われないとき。 
(5)  
３  
 
 （育児休業に伴う任期付教職員の採用） 
第１４条  
 
 
 
 
 

（同 左）

（同 左）

（同 左）

（同 左）

（略）



改   正   前 改   正   後 
期」という。）の限度として行う任期を定めた採用
を行うものとする。 
２～６ （略） 
７ 育児休業代替者の労働条件、服務その他就業に関
する事項は、就業規則（第１２条及び第１５条第１
項第３号を除く。）の例による。ただし、育児休業
に関する事項は、第２章の規定（第１４条を除く。）
を準用する。この場合において、「教職員」とある
のは「育児休業代替者」と、「３歳」とあるのは「１
歳」とそれぞれ読み替えるものとする。 
８ 前項に定めるもののほか、育児休業代替者は、そ
の養育する１歳から１歳６ヶ月に達するまでの子に
ついて、育児休業代替者又はその配偶者が、当該子
の１歳到達日において育児休業をしている場合で次
の各号のいずれかに該当する場合は、大学に申し出
ることにより、育児休業をすることができる。ただ
し、その配偶者が当該子の１歳到達日において育児
休業をしているものにあっては、次項第１号及び第
２号に該当しないものに限り、当該申出をすること
ができる。この申出に関する事項は、第５条から第
１０条までの規定を準用し、この場合において、「３
歳」とあるのは「１歳６ヶ月」と、「１月（当該子
が１歳に達している場合にあっては２週間）」、「１
月等」及び「１月」とあるのは「２週間」と読み替
えるものとする。 
(1) 当該申出に係る子について、保育所における保
育の実施を希望し、申込みを行っているが、当該
子が１歳に達する日後の期間について、当面その
実施が行われない場合 
(2)   
９  
 （後 略） 
 

国立大学法人京都大学有期雇用教職員就業規則 
（平成１７年達示第３７号） 

 
（前 略） 
（年次休暇以外の休暇） 
第５４条 次の各号に掲げる場合には、有期雇用教職
員（第６号及び第７号に掲げる場合にあっては、６
月以上の契約期間が定められている者又は６月以上
継続勤務している者に限る。）に対して当該各号に
掲げる期間の有給の休暇を与えるものとする。 
 (1)～(8) （略） 
２ 次の各号に掲げる場合には、有期雇用教職員（第
６号、第７号及び第８号に掲げる場合にあっては、
契約期間が６月以上である者又は６月以上継続勤務
している者に限る。ただし、第７号及び第８号の休
暇を取得できる有期雇用教職員の制限については、
育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働

 
 
２～６ 
７  
 
 
 
 
 
 
８  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(1) 当該申出に係る子について、保育所等における
保育の利用を希望し、申込みを行っているが、当
該子が１歳に達する日後の期間について、当面そ
の実施が行われない場合 
(2)   
９  
 
 
 
 
 
 
（年次休暇以外の休暇） 
第５４条 
 
 
 
 
 (1)～(8) 
２ 
 
 
 
 
 

（略） （同 左）

（同 左）

（同 左） 



改   正   前 改   正   後 
者の福祉に関する法律（平成３年法律第７６号。以
下「育児・介護休業法」という。）による労使協定
がある場合に限る。）に対して当該各号に掲げる期
間の無給の休暇を与えるものとする。 
(1)～(8) （略） 
  
 
 
 
 
３ 前２項の休暇は、必要に応じて１日、１時間又は
１分を単位として取り扱うものとする。ただし、前
項第１号又は第２号に該当する場合においては、１
日を単位として取り扱わなければならない。 
４ 年次休暇以外の休暇の手続については、教職員の
例に準じて取り扱うものとする。 
 （中 略） 
（妊産婦である女性有期雇用教職員の健康診査） 
第５６条 妊産婦である女性有期雇用教職員が請求し
た場合は、その者が母子保健法（昭和４０年法律第
１４１号）第１０条に規定する保健指導又は同法第
１３条に規定する健康診査を受けるために勤務しな
いことを承認するものとする。ただし、承認された
時間は、給与を支払わない。 
２ （略） 
（中 略） 
別表第８ 
育児・
介護規
程の規
定 

適用する規定 

第３条 第３条 有期雇用教職員は、当該有期雇用
教職員の１歳に満たない子を養育する
ために、大学に申し出ることにより、当
該子が１歳に達する日まで育児休業を
することができる。ただし、当該子につ
いて、既に育児休業（当該育児休業に係
る子の出生の日から起算して８週間を
経過する日の翌日まで（出産予定日前に
当該子が出生した場合にあっては当該
出生の日から当該出産予定日から起算
して８週間を経過する日の翌日までと
し、出産予定日後に当該子が出生した場
合にあっては当該出産予定日から当該
出生の日から起算して８週間を経過す
る日の翌日までとする。）の期間内に、
有期雇用教職員（国立大学法人京都大学
有期雇用教職員就業規則（平成１７年達
示第３７号。以下「有期雇用教職員就業
規則」という。）第２条に定める教職員

 
 
 
 
 (1)～(8) 
(9) 女性の有期雇用教職員が母子保健法（昭和４０
年法律第１４１号）の規定による保健指導又は健
康診査に基づく指導事項を守るため勤務しないこ
とがやむを得ないと認められる場合 必要と認め
られる期間 

３ 
 
 
 
４ 
 
 
（妊産婦である女性有期雇用教職員の健康診査） 
第５６条 妊産婦である女性有期雇用教職員が請求し
た場合は、その者が母子保健法第１０条に規定する
保健指導又は同法第１３条に規定する健康診査を受
けるために勤務しないことを承認するものとする。
ただし、承認された時間は、給与を支払わない。 
 
２ （同 左） 
 
別表第８ 
育児・
介護規
程の規
定 

適用する規定 

第３条 第３条  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（同 左）

（同 左） 

（同 左） 



改   正   前 改   正   後 
のうち、有期雇用教職員就業規則第５４
条第２項第２号に定める年次休暇以外
の休暇を取得した者を除いた者をい
う。）が当該子を養育するためにした最
初の申出による育児休業を除く。）をし
たことがあるときは、特別の事情がある
場合を除き、当該申出をすることができ
ない（任期又は期間を付して雇用される
者が育児休業をしている場合において、
その任期又は期間の終了後、任期又は期
間の更新に伴い、その初日から引き続き
申し出る場合を除く。）。 
２ 前項で定める特別の事情がある場合
は、次のとおりとする。 
(1)～(6) （略） 
(7) 当該申出に係る子について、保育所
における保育の実施を希望し、申込み
を行っているが、当面その実施が行わ
れないとき。 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 第１項に定めるもののほか、有期雇用
教職員は、その養育する１歳から１歳６
ヶ月に達するまでの子について、有期雇
用教職員又はその配偶者が、当該子の１
歳到達日において育児休業をしている場
合で次の各号のいずれかに該当する場合
は、大学に申し出ることにより、育児休
業をすることができる。ただし、その配
偶者が当該子の１歳到達日において育児
休業をしているものにあっては、次条第
１項第２号及び第３号に該当しないもの
に限り、当該申出をすることができる。
この申出に関する事項は、第５条から第
８条及び第１０条の規定を準用し、この
場合において、「３歳」とあるのは「１
歳６ヶ月」と、「１月」とあるのは「２
週間」と読み替えるものとする。 
(1) 当該申出に係る子について、保育所
における保育の実施を希望し、申込み
を行っているが、当該子が１歳に達す
る日後の期間について、当面その実施
が行われない場合 
(2) （略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２  
 
(1)～(6)  
(7) 当該申出に係る子について、児童福
祉法（昭和２２年法律第１６４号）第
３９条第１項に規定する保育所、就学
前の子どもに関する教育、保育等の総
合的な提供の推進に関する法律（平成
１８年法律第７７号）第２条第６項に
規定する認定子ども園又は児童福祉
法第２４条第２項に規定する家庭的
保育事業等（以下「保育所等」という。）
における保育の利用を希望し、申込み
を行っているが、当面その実施が行わ
れないとき。 

３ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(1) 当該申出に係る子について、保育所
等における保育の利用を希望し、申込
みを行っているが、当該子が１歳に達
する日後の期間について、当面その実
施が行われない場合 
(2) （同 左） 

（同 左）



改   正   前 改   正   後 
  

 
国立大学法人京都大学時間雇用教職員就業規則 

（平成１７年達示第３８号） 
 
（前 略） 
（年次休暇以外の休暇） 
第４６条 次の各号に掲げる場合には、時間雇用教職
員（第６号に掲げる場合にあっては、６月以上の契
約期間が定められている者又は６月以上継続勤務し
ている者に限り、第７号に掲げる場合にあっては、
６月以上の契約期間が定められている者又は６月以
上継続勤務している者であって、所定勤務日数が週
５日以上で１週間における所定の勤務時間が２０時
間以上の者に限り、第９号に掲げる場合にあっては、
別表第３に掲げる者を除く。）に対して当該各号に
掲げる期間の有給の休暇を与えるものとする。 
 (1)～(9) （略） 
２ 次の各号に掲げる場合には、時間雇用教職員（第
６号に掲げる場合にあっては、６月以上の契約期間
が定められている者又は６月以上継続勤務している
者（週以外の期間によって勤務日が定められている
職員で１年間の勤務日が４７日以下である者を除
く。）に限り、第７号及び第８号に掲げる場合にあ
っては、６月以上の契約期間が定められている者又
は６月以上継続勤務している者であって、１週間の
所定勤務日数が２日を超える者に限る。ただし、第
７号及び第８号の休暇を取得できる時間雇用教職員
の制限については、育児休業、介護休業等育児又は
家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３
年法律第７６号。以下第５０条において「育児・介
護休業法」という。）による労使協定がある場合に
限る。）に対して当該各号に掲げる期間の無給の休
暇を与えるものとする。 
(1)～(8) （略） 
  
 
 
 
 
３ 前２項の休暇は、必要に応じて１日、１時間又は
１分を単位として取り扱うものとする。ただし、第
１項第９号、前項第１号及び第２号に該当する場合
においては、１日を単位として取り扱わなければな
らない。 
４ 年次休暇以外の休暇の手続については、教職員の
例に準じて取り扱うものとする。ただし、第１項第
９号の休暇については、教職員の場合における休日
の例に準じて取り扱うものとする。 

  

 
 
 
 
 
（年次休暇以外の休暇） 
第４６条  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (1)～(9) 
２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (1)～(8)  
 (9) 女性の時間雇用教職員が母子保健法（昭和４０
年法律第１４１号）の規定による保健指導又は健
康診査に基づく指導事項を守るため勤務しないこ
とがやむを得ないと認められる場合 必要と認め
られる期間 

３ 
 
 
 
 
４ 
 
 
 

（略） （同 左） 

（同 左） 

（同 左） 



改   正   前 改   正   後 
 （中 略） 
（妊産婦である女性時間雇用教職員の健康診査） 
第４８条 妊産婦である女性時間雇用教職員が請求し
た場合は、その者が母子保健法（昭和４０年法律第
１４１号）第１０条に規定する保健指導又は同法第
１３条に規定する健康診査を受けるために勤務しな
いことを承認するものとする。ただし、承認された
時間は、給与を支払わない。 
２ （略） 
 （中 略） 
別表第７（第５０条関係） 
育児・
介護規
程の規
定 

適用する規定 

第３条 第３条 時間雇用教職員は、当該時間雇用
教職員の１歳に満たない子を養育する
ために、大学に申し出ることにより、当
該子が１歳に達する日まで育児休業を
することができる。ただし、当該子につ
いて、既に育児休業（当該育児休業に係
る子の出生の日から起算して８週間を
経過する日の翌日まで（出産予定日前に
当該子が出生した場合にあっては当該
出生の日から当該出産予定日から起算
して８週間を経過する日の翌日までと
し、出産予定日後に当該子が出生した場
合にあっては当該出産予定日から当該
出生の日から起算して８週間を経過す
る日の翌日までとする。）の期間内に、
時間雇用教職員（国立大学法人京都大学
時間雇用教職員就業規則（平成１７年達
示第３８号。以下「時間雇用教職員就業
規則」という。）第２条第１項に定める
教職員のうち、時間雇用教職員就業規則
第４６条第２項第２号に定める年次休
暇以外の休暇を取得した者を除いた者
をいう。）が当該子を養育するためにし
た最初の申出による育児休業を除く。）
をしたことがあるときは、特別の事情が
ある場合を除き、当該申出をすることが
できない（任期又は期間を付して雇用さ
れる者が育児休業をしている場合にお
いて、その任期又は期間の終了後、任期
又は期間の更新に伴い、その初日から引
き続き申し出る場合を除く。）。 
２ 前項で定める特別の事情がある場合
は、次のとおりとする。 
(1)～(6) （略） 
(7) 当該申出に係る子について、保育所

 
（妊産婦である女性時間雇用教職員の健康診査） 
第４８条 妊産婦である女性時間雇用教職員が請求し
た場合は、その者が母子保健法第１０条に規定する
保健指導又は同法第１３条に規定する健康診査を受
けるために勤務しないことを承認するものとする。
ただし、承認された時間は、給与を支払わない。 
 
２ （同 左） 
 
別表第７（第５０条関係） 
育児・
介護規
程の規
定 

適用する規定 

第３条 第３条 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２  
 
(1)～(6) 
(7) 当該申出に係る子について、児童福

（同 左）



改   正   前 改   正   後 
における保育の実施を希望し、申込み
を行っているが、当面その実施が行わ
れないとき。 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 第１項に定めるもののほか、時間雇用
教職員は、その養育する１歳から１歳６
ヶ月に達するまでの子について、時間雇
用教職員又はその配偶者が、当該子の１
歳到達日において育児休業をしている
場合で次の各号のいずれかに該当する
場合は、大学に申し出ることにより、育
児休業をすることができる。ただし、そ
の配偶者が当該子の１歳到達日におい
て育児休業をしているものにあっては、
次条第１項第２号、第３号及び第４号に
該当しないものに限り、当該申出をする
ことができる。この申出に関する事項
は、第５条から第８条及び第１０条の規
定を準用し、この場合において、「３歳」
とあるのは「１歳６ヶ月」と、「１月」
とあるのは「２週間」と読み替えるもの
とする。 
(1) 当該申出に係る子について、保育所
における保育の実施を希望し、申込み
を行っているが、当該子が１歳に達す
る日後の期間について、当面その実施
が行われない場合 
(2) （略） 

  

 
 

祉法（昭和２２年法律第１６４号）第
３９条第１項に規定する保育所、就学
前の子どもに関する教育、保育等の総
合的な提供の推進に関する法律（平成
１８年法律第７７号）第２条第６項に
規定する認定子ども園又は児童福祉
法第２４条第２項に規定する家庭的
保育事業等（以下「保育所等」という。）
における保育の利用を希望し、申込み
を行っているが、当面その実施が行わ
れないとき。 

３ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(1) 当該申出に係る子について、保育所
等における保育の利用を希望し、申込
みを行っているが、当該子が１歳に達
する日後の期間について、当面その実
施が行われない場合 
(2) （同 左） 

  

 
   附 則 
 この規程は、平成２７年６月８日から施行する。 

 

（略） （同 左） 


